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新潟市からの注意事項１「小児慢性特定疾病医療費助成制度について」 

 

 

１ 医療費助成制度の概要 

・児童福祉法第１９条の２に基づき、児童等の慢性疾病のうち国が指定した疾病（小児慢

性特定疾病）のうち、疾病の状態の程度が国の定めた基準を満たす場合に、その医療に

かかる費用の一部を助成する制度です。 

・助成を受けようとする場合は、原則として対象となる小慢児童等が住居を有する都道府

県（指定都市及び中核市の場合は市。以下「都道府県等」という。）に申請を行い、審査

の結果受給資格を認められると、都道府県等から申請者（受給者）へ医療受給者証が交

付されます。（例：新潟県内の指定都市である新潟市が指定した医療機関） 

 （参考：新潟県内の指定都市⇒新潟市） 

・助成対象となる医療は、児童福祉法第１９条の９に基づき都道府県等が指定する指定小

児慢性特定疾病医療機関（以下「指定医療機関」という。）における、医療受給者証に記

載された疾病に関する医療に限られます。なお、新潟市では、申請者の申請に基づき、

受診する指定医療機関を医療受給者証に印字しています。印字されていない医療機関に

ついては、たとえ指定医療機関での医療であっても、原則は助成対象の医療とはなりま

せんので御注意ください。 

・指定医療機関の指定は、医療機関の所在する都道府県等が行います。 

・他の都道府県等が交付した医療受給者証を所持する受給者に対して指定医療機関が行っ

た医療についても助成対象の医療となります。 

 

２ 小児慢性特定疾病指定医について 

・医療費助成の申請時には、児童福祉法第１９条の３に基づき都道府県等が指定する医師

（以下「指定医」という。）の作成する診断書（医療意見書）の添付が必要です。 

・指定医療機関の医師であっても、指定医でなければ医療意見書を作成することはできま

せん。 

・指定難病における指定医療機関及び指定医とは異なりますので御注意ください。 

 

３ 指定医に係る手続 

（１）指定申請 

・指定医の指定は、医師が医療意見書を作成する医療機関の所在する都道府県等が行いま

す。複数の医療機関で医療意見書を作成している場合で、医療機関の所在する都道府県

等が異なる場合は、それぞれの都道府県等への申請が必要となります。 

（例：一人の医師が長岡市及び新潟市にある２つの医療機関で医療意見書を作成する場合 

⇒ 新潟県及び新潟市への申請が必要。） 

・一人の医師が複数の医療機関で医療意見書を作成する場合でも、医療機関の所在する都

道府県等が同じ場合は、当該都道府県等への指定申請で足りますが、医療意見書を作成

する医療機関名は全て届け出ておく必要があります。 
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・指定後、当該都道府県等の他の医療機関でも医療意見書を作成することとなった場合に

は、下記の変更届出書において医療機関を追加してください。 

 

（２）指定事項の変更 

・指定医の氏名、居住地、生年月日、連絡先（電話番号）、医籍登録番号及び登録年月日、

担当する診療科名並びに医療意見書の作成を行おうとする医療機関の名称及び所在地に

変更があった場合は、変更届出書により新潟市への届出が必要です。 

・なお、転勤等により、医療機関の所在する都道府県等が変更となる場合は、現在指定医

の指定を受けている都道府県等への辞退の届出（当該都道府県等で医療意見書を作成す

る可能性がない場合に限る。）と、新たに医療意見書を作成する都道府県等への指定申請

が必要です。 

 

（３）指定の辞退 

・転勤、退職等何らかの事情により指定医を辞退する場合、指定医辞退届により新潟市へ

の申出が必要です。ただし、指定申請及び変更届により医療意見書を作成するとして届

出を行っている医療機関及びその他の当該都道府県等の医療機関のすべてにおいて、医

療意見書を作成する可能性がない場合が対象です。引き続き当該都道府県等の医療機関

において医療意見書を作成する場合は、医療機関の変更（削除・追加）となりますので、

変更届出書により届出をお願いいたします。 

 

（４）指定の更新 

・指定医の指定は５年ごとの更新制となります。指定医指定通知書に記載されている有効

期間の満了前までに更新申請を行ってください。更新申請を行わなかった場合、有効期

間が切れた後に作成した医療意見書は、原則無効となります。 

 

（５）申請等の手続きに必要な書類 

・新潟市への指定の申請・変更の届出・辞退の申出に必要な書類は、市ホームページより

ダウンロードできます。 

 

（６）その他 

・小児慢性特定疾病医療費助成制度の対象は１８歳未満の児童です。（引き続き治療が必要

な場合は２０歳未満まで延長することができます。）２０歳以降は当該制度の対象になら

ないため、指定難病の医療費の対象となっている疾病である場合は、指定難病における

対象基準（重症度分類）を確認の上、指定難病での申請を検討してください。移行可能

な疾病については、指定医研修テキスト「日医総研ワーキングペーパー 参考資料１」

を確認してください。また、指定難病の制度については、新潟県ホームページ

「http://www.pref.niigata.lg.jp/kenko/1356797166352.html」を御覧ください。 


